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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　内視鏡の先端部を形成し、軸方向に延びている先端形成部と、
　前記先端形成部内で前記軸方向に延びている撮像ユニットと、
　前記先端形成部内で前記軸方向に延びているチャンネルチューブであって、前記撮像ユ
ニットと並列されている並列部を有するチャンネルチューブと、
　を具備し、
　前記並列部は内周面と外周面とを有し、前記外周面は、前記軸方向に直交する断面につ
いて、前記内周面と共通の中心軸を有する基準円周面に対して、前記撮像ユニットに対面
する側に配置され前記基準円周面よりも前記中心軸側に偏って配置されている対面側径縮
小面と、前記撮像ユニットに対面する側以外の側に配置され少なくとも一部分が前記基準
円周面と重なる径保持面とを備え、
　前記並列部の先端部であって、前記先端形成部に嵌入固定される前記対面側縮小面及び
前記径保持面を有する先端固定部と、を備え、
　前記外周面は、前記軸方向に直交する断面について、前記中心軸に対して前記対面側径
縮小面に対向して配置され前記基準円周面よりも中心軸側に偏って配置されている対向側
径縮小面を有する、
　ことを特徴とする内視鏡。
【請求項２】
　前記先端形成部は、先端側に設けた先端部材と前記先端部材の基端側に連結される連結
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部材とを備え、前記先端固定部は前記先端部材に嵌入固定されていることを特徴とする請
求項１に記載の内視鏡。
【請求項３】
　内視鏡の先端部を形成し、軸方向に延びている先端形成部と、
　前記先端形成部内で前記軸方向に延びている撮像ユニットと、
　前記先端形成部内で前記軸方向に延びているチャンネルチューブであって、前記撮像ユ
ニットと並列されている並列部を有するチャンネルチューブと、
　を具備し、
　前記並列部は内周面と外周面とを有し、前記外周面は、前記軸方向に直交する断面につ
いて、前記内周面と共通の中心軸を有する基準円周面に対して、前記撮像ユニットに対面
する側に配置され前記基準円周面よりも前記中心軸側に偏って配置されている対面側径縮
小面と、前記撮像ユニットに対面する側以外の側に配置され少なくとも一部分が前記基準
円周面と重なる径保持面とを備え、
　前記並列部の先端部であって、前記先端形成部に嵌入固定される前記対面側縮小面及び
前記径保持面を有する先端固定部と、を備え、
　前記先端形成部は、先端側に設けた先端部材と前記先端部材の基端側に連結される連結
部材とを備え、前記先端固定部は前記先端部材に嵌入固定されていることを特徴とする内
視鏡。
【請求項４】
　内視鏡の先端部を形成し、軸方向に延びている先端形成部と、
　前記先端形成部内で前記軸方向に延びている撮像ユニットと、
　前記先端形成部内で前記軸方向に延びているチャンネルチューブであって、前記撮像ユ
ニットと並列されている並列部を有するチャンネルチューブと、
　を具備し、
　前記並列部は内周面と外周面とを有し、前記外周面は、前記軸方向に直交する断面につ
いて、前記内周面と共通の中心軸を有する基準円周面に対して、前記撮像ユニットに対面
する側に配置され前記基準円周面よりも前記中心軸側に偏って配置されている対面側径縮
小面と、前記撮像ユニットに対面する側以外の側に配置され少なくとも一部分が前記基準
円周面と重なる径保持面と、を備える内視鏡であって、
　前記チャンネルチューブは、少なくとも処置具を挿通するのに用いられ、
　前記内視鏡は、所定の湾曲方向に湾曲作動される湾曲部を有し、
　前記先端形成部は、前記湾曲部の先端部に設けられており、
　前記径保持面は、前記中心軸に対して湾曲方向側に配置されている、
　ことを特徴とする内視鏡。
【請求項５】
　前記外周面は、前記軸方向に直交する断面について、前記中心軸に対して前記対面側径
縮小面に対向して配置され前記基準円周面よりも中心軸側に偏って配置されている対向側
径縮小面を有する、
　ことを特徴とする請求項４に記載の内視鏡。
【請求項６】
　前記内周面は円周面であり、
　前記径縮小面は平面であり、
　前記径保持面は前記径保持面の全体が前記基準円周面に重なる円弧周面である、
　ことを特徴とする請求項１乃至５のいずれか１項に記載の内視鏡。
【請求項７】
　内視鏡の先端部を形成し、軸方向に延びている先端形成部と、
　前記先端形成部内で前記軸方向に延びている撮像ユニットと、
　前記先端形成部内で前記軸方向に延びているチャンネルチューブであって、前記撮像ユ
ニットと並列されている並列部を有するチャンネルチューブと、
　を具備し、
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　前記並列部は内周面と外周面とを有し、前記外周面は、前記軸方向に直交する断面につ
いて、前記内周面と共通の中心軸を有する基準円周面に対して、前記撮像ユニットに対面
する側に配置され前記基準円周面よりも前記中心軸側に偏って配置されている対面側径縮
小面と、前記撮像ユニットに対面する側以外の側に配置され少なくとも一部分が前記基準
円周面と重なる径保持面とを備え、
　前記並列部の先端部であって、前記先端形成部に嵌入固定される前記対面側縮小面及び
前記径保持面を有する先端固定部と、を備え、
　前記内周面は円周面であり、
　前記径縮小面は平面であり、
　前記径保持面は前記径保持面の全体が前記基準円周面に重なる円弧周面である、
　ことを特徴とする内視鏡。
【請求項８】
　前記内周面は円周面であり、
　前記外周面は楕円周面であり、
　前記径縮小面は前記楕円周面の短軸方向の端部側の曲周面によって形成されており、
　前記径保持面は前記楕円周面の長軸方向の端部側の曲周面によって形成されており、前
記楕円周面の長軸方向の端部が前記基準円周面に重なる、
　ことを特徴とする請求項１乃至５のいずれか１項に記載の内視鏡。
【請求項９】
　内視鏡の先端部を形成し、軸方向に延びている先端形成部と、
　前記先端形成部内で前記軸方向に延びている撮像ユニットと、
　前記先端形成部内で前記軸方向に延びているチャンネルチューブであって、前記撮像ユ
ニットと並列されている並列部を有するチャンネルチューブと、
　を具備し、
　前記並列部は内周面と外周面とを有し、前記外周面は、前記軸方向に直交する断面につ
いて、前記内周面と共通の中心軸を有する基準円周面に対して、前記撮像ユニットに対面
する側に配置され前記基準円周面よりも前記中心軸側に偏って配置されている対面側径縮
小面と、前記撮像ユニットに対面する側以外の側に配置され少なくとも一部分が前記基準
円周面と重なる径保持面とを備え、
　前記並列部の先端部であって、前記先端形成部に嵌入固定される前記対面側縮小面及び
前記径保持面を有する先端固定部と、を備え、
　前記内周面は円周面であり、
　前記外周面は楕円周面であり、
　前記径縮小面は前記楕円周面の短軸方向の端部側の曲周面によって形成されており、
　前記径保持面は前記楕円周面の長軸方向の端部側の曲周面によって形成されており、前
記楕円周面の長軸方向の端部が前記基準円周面に重なる、
　ことを特徴とする内視鏡。
【請求項１０】
　内視鏡の先端部を形成し、軸方向に延びている先端形成部と、
　前記先端形成部内で前記軸方向に延びている撮像ユニットと、
　前記先端形成部内で前記軸方向に延びているチャンネルチューブであって、前記撮像ユ
ニットと並列されている並列部を有するチャンネルチューブと、
　を具備し、
　前記並列部は内周面と外周面とを有し、前記外周面は、前記軸方向に直交する断面につ
いて、前記内周面と共通の中心軸を有する基準円周面に対して、前記撮像ユニットに対面
する側に配置され前記基準円周面よりも前記中心軸側に偏って配置されている対面側径縮
小面と、前記撮像ユニットに対面する側以外の側に配置され少なくとも一部分が前記基準
円周面と重なる径保持面とを備え、
　前記並列部の先端部は、前記先端形成部に嵌入固定される前記対面側縮小面と前記径保
持面とからなる先端固定部が形成されている、
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　ことを特徴とする内視鏡。
【請求項１１】
　前記先端形成部は、先端側に設けた先端部材と前記先端部材の基端側に連結される連結
部材とを備え、前記先端固定部は前記先端部材に嵌入固定されていることを特徴とする請
求項１０に記載の内視鏡。
【請求項１２】
　前記チャンネルチューブは、少なくとも処置具を挿通するのに用いられ、
　前記内視鏡は、所定の湾曲方向に湾曲作動される湾曲部を有し、
　前記先端形成部は、前記湾曲部の先端部に設けられており、
　前記径保持面は、前記中心軸に対して湾曲方向側に配置されていることを特徴とする請
求項１０に記載の内視鏡。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、先端形成部に撮像ユニット及びチャンネルチューブが内蔵されている内視鏡
に関する。
【背景技術】
【０００２】
　内視鏡は、管腔内に挿入される細長い挿入部を有する。挿入部には、処置具を挿通する
ためのチャンネルチューブが延設されている。チャンネルチューブの先端部は、挿入部の
先端部の先端形成部としての先端硬質部内に配置されている。また、先端硬質部内には、
観察画像を撮像する撮像ユニットが内蔵されている。先端硬質部内において、チャンネル
チューブ、撮像ユニットは互いに並列されて軸方向に延びている。
【０００３】
　また、特許文献１には、チャンネルチューブにおける処置具の進退操作性を向上し、充
分な流体流れを確保するために、軸方向に直交する断面について、チャンネルチューブの
内周面を様々な形状とすることが開示されている。
【特許文献１】特表２００３－５１１１４０号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　管腔内への挿入性を確保するために、内視鏡の挿入部は細径であることが好ましい。先
端硬質部の外径は主にチャンネルチューブ及び撮像ユニットの外径によって決定され、先
端硬質部を細径化するにはチャンネルチューブの中心軸と撮像ユニットの中心軸とをでき
るだけ近接して配置することが好ましい。
【０００５】
　本発明は、上記課題に着目してなされたもので、その目的とするところは、先端形成部
の細径化が可能な内視鏡を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明の第１実施態様では、内視鏡は、内視鏡の先端部を形成し、軸方向に延びている
先端形成部と、前記先端形成部内で前記軸方向に延びている撮像ユニットと、前記先端形
成部内で前記軸方向に延びているチャンネルチューブであって、前記撮像ユニットと並列
されている並列部を有するチャンネルチューブと、を具備し、前記並列部は内周面と外周
面とを有し、前記外周面は、前記軸方向に直交する断面について、前記内周面と共通の中
心軸を有する基準円周面に対して、前記撮像ユニットに対面する側に配置され前記基準円
周面よりも前記中心軸側に偏って配置されている対面側径縮小面と、前記撮像ユニットに
対面する側以外の側に配置され少なくとも一部分が前記基準円周面と重なる径保持面とを
備え、前記並列部の先端部であって、前記先端形成部に嵌入固定される前記対面側縮小面
及び前記径保持面を有する先端固定部と、を備え、前記外周面は、前記軸方向に直交する
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断面について、前記中心軸に対して前記対面側径縮小面に対向して配置され前記基準円周
面よりも中心軸側に偏って配置されている対向側径縮小面を有する、ことを特徴とする。
【０００８】
　本発明の第４実施態様では、内視鏡は、内視鏡の先端部を形成し、軸方向に延びている
先端形成部と、前記先端形成部内で前記軸方向に延びている撮像ユニットと、前記先端形
成部内で前記軸方向に延びているチャンネルチューブであって、前記撮像ユニットと並列
されている並列部を有するチャンネルチューブと、を具備し、前記並列部は内周面と外周
面とを有し、前記外周面は、前記軸方向に直交する断面について、前記内周面と共通の中
心軸を有する基準円周面に対して、前記撮像ユニットに対面する側に配置され前記基準円
周面よりも前記中心軸側に偏って配置されている対面側径縮小面と、前記撮像ユニットに
対面する側以外の側に配置され少なくとも一部分が前記基準円周面と重なる径保持面と、
を備える内視鏡であって、前記チャンネルチューブは、少なくとも処置具を挿通するのに
用いられ、前記内視鏡は、所定の湾曲方向に湾曲作動される湾曲部を有し、前記先端形成
部は、前記湾曲部の先端部に設けられており、前記径保持面は、前記中心軸に対して湾曲
方向側に配置されている、ことを特徴とする。
【０００９】
　本発明の第６実施態様では、内視鏡は、前記内周面は円周面であり、前記径縮小面は平
面であり、前記径保持面は前記径保持面の全体が前記基準円周面に重なる円弧周面である
、ことを特徴とする。
【００１０】
　本発明の第８実施態様では、内視鏡は、前記内周面は円周面であり、前記外周面は楕円
周面であり、前記径縮小面は前記楕円周面の短軸方向の端部側の曲周面によって形成され
ており、前記径保持面は前記楕円周面の長軸方向の端部側の曲周面によって形成されてお
り、前記楕円周面の長軸方向の端部が前記基準円周面に重なる、ことを特徴とする。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明の第１実施態様の内視鏡では、チャンネルチューブの並列部の外周面について、
撮像ユニットに対面する側に基準円周面よりも中心軸側に偏って配置されている対面側径
縮小面が形成されているため、チャンネルチューブの中心軸と撮像ユニットの中心軸とを
近接して配置することでき、先端形成部の細径化が可能となっている。
【００１２】
　本実施態様の内視鏡では、チャンネルチューブの外周面について、対面側径縮小面に対
向する側に対向側径縮小面が形成されているため、先端形成部をさらに細径化することが
可能となっている。
【００１３】
　本発明の第４実施態様の内視鏡では、湾曲部を湾曲させた状態で処置具を進退させる場
合には、チャンネルチューブの湾曲方向側部分が処置具によって磨耗されやすくなるが、
チャンネルチューブの外周面について、基準円周面に少なくとも一部分が重なる径保持面
が湾曲方向側に形成されているため、湾曲方向側でチャンネルチューブの肉厚が保持され
ており、チャンネルチューブの耐性が保持されている。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１４】
　以下、本発明の一実施形態を図面を参照して説明する。
【００１５】
　図１を参照し、内視鏡の概略構成について説明する。
【００１６】
　内視鏡は、体腔内に挿入される細長い挿入部１０を有する。挿入部１０では、先端形成
部としての先端硬質部１２、湾曲作動される湾曲部１４、長尺で可撓性を有する可撓管部
１６が先端側から基端側へと連設されている。挿入部１０の基端部には、操作者に保持、
操作される操作部１８が連結されている。操作部１８には、処置具を挿入するための処置
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具挿入口２０、湾曲部１４を湾曲作動させるための湾曲操作レバー２２が配設されている
。操作部１８からユニバーサルケーブル２４が延出されており、ユニバーサルケーブル２
４の基端部には、光源装置、ビデオプロセッサに夫々接続される光源コネクタ２６、電気
コネクタ２８が配設されている。
【００１７】
　図１乃至図３を参照し、挿入部１０の概略構成について説明する。
【００１８】
　先端硬質部１２では、先端部材３０及び連結部材３１が先端側から基端側へと連設され
ている。先端硬質部１２内には、観察画像を撮像する撮像ユニット３２が内蔵されている
。撮像ユニット３２では、対物レンズ群３４、撮像素子３６、電子素子が実装されている
電子基板３８が先端側から基端側へと連設されており、撮像ユニット３２は軸方向に延び
ている。撮像ユニット３２の電子基板３８から各種信号線が延出されており、各種信号線
は撮像ケーブル４０へと纏められている。撮像ケーブル４０は内視鏡に挿通されて電気コ
ネクタ２８に接続されている。一方、先端硬質部１２には処置具を突出するための処置具
突出口４２が形成されている。処置具突出口４２の内端部には、処置具を挿通するチャン
ネルチューブ４４の先端が接続されている。チャンネルチューブ４４は、軸方向に延び、
先端硬質部１２内で、撮像ユニット３２及び撮像ケーブル４０の先端部に並列され、並列
部４６を形成している。さらに、チャンネルチューブ４４は、挿入部１０に挿通されて、
操作部１８内へと導入され、操作部１８の処置具挿入口２０の内端部に接続されている。
【００１９】
　湾曲部１４では、略円筒状の多数の湾曲駒４８が互いに回動可能に共軸に順次連結され
ている。即ち、湾曲駒４８では、円筒部の両端面に、夫々、一対の舌片部５０が中心軸対
称に突設されており、隣り合う両湾曲駒４８の舌片部５０は、互いに重ね合わされて、軸
方向に直交するリベット５２により回動可能に連結されている。各湾曲駒４８では、両端
面の一対の舌片部５０は周方向に対して互いに同じ位置に配置されており、隣り合う両湾
曲駒４８の各回動方向は互いに一致しており、湾曲部１４は二方向にのみ湾曲可能である
。当該二方向を上下方向と称し、当該上下方向に対して基端側からみて左右となる方向を
左右方向と称する。図面中では、上、下、左、右をＵ、Ｄ、Ｌ、Ｒにより示す。湾曲駒４
８の円筒部の内周面には、上下の位置に、ワイヤ挿通部５４が形成されている。ワイヤ挿
通部５４には、操作ワイヤ５６が進退自在に挿通されている。操作ワイヤ５６の先端部は
先端湾曲駒４８ａに固定されている。なお、先端湾曲駒４８ａでは先端側の一対の舌片部
５０は形成されておらず、先端湾曲駒４８ａには先端硬質部１２の連結部材３１の基端部
が先端側から嵌入され、固定されている。操作ワイヤ５６は、挿入部１０に挿通されて、
操作部１８内へと導入され、操作部１８内の湾曲機構に接続されている。湾曲操作レバー
２２を操作することにより、湾曲機構によって上下の操作ワイヤ５６が後退及び前進ある
いは前進及び後退され、湾曲部１４が上方向あるいは下方向に湾曲作動される。
【００２０】
　図３乃至図５を参照し、先端硬質部１２を細径化するための構成について説明する。
【００２１】
　撮像ユニット３２とチャンネルチューブ４４とは左右方向に並置されており、撮像ユニ
ット３２は左側に、チャンネルチューブ４４は右側に配置されている。チャンネルチュー
ブ４４は略円筒状をなしているが、先端硬質部１２内の並列部４６では、軸方向に直交す
る断面について、撮像ユニット３２に対面する左側に所謂Ｄカット形状が形成されている
。チャンネルチューブ４４において、撮像ユニット３２に対面する左側で肉厚が減少され
ているが、湾曲方向側となる上下側では、肉厚が保持されている。当該Ｄカット形状は、
並列部４６の軸方向の全体にわたって延設されている。
【００２２】
　換言すれば、チャンネルチューブ４４の並列部４６の内周面は円周面をなしている。そ
して、並列部４６の外周面は、軸方向に直交する断面について、撮像ユニット３２に対面
する左側に配置され、内周面と共通の中心軸を有する基準円周面Ｐよりも中心軸側に偏っ



(7) JP 5412056 B2 2014.2.12

10

20

30

40

50

て配置されている対面側径縮小面としての対面側平面５８ａを有する。また、並列部４６
の外周面は、撮像ユニット３２に対面する左側以外の上右下側に配置され、基準円周面Ｐ
に全体が重なる径保持面としての円弧周面６０を有する。チャンネルチューブ４４では、
撮像ユニット３２に対面する左側において、内周面と対面側平面５８ａとの間では肉厚が
減少されているが、湾曲方向側となる上下側においては、内周面と円弧周面６０との間で
肉厚が保持されている。当該対面側平面５８ａ及び円弧周面６０は並列部４６の軸方向の
全体にわたって延設されている。
【００２３】
　本実施形態では、チャンネルチューブ４４の並列部４６の外周面について、撮像ユニッ
ト３２に対面する左側に、Ｄカット形状が形成されており、換言すれば、基準円周面Ｐよ
りも中心軸側に偏って配置されている対面側平面５８ａが形成されているため、チャンネ
ルチューブ４４の中心軸と撮像ユニット３２の中心軸とを近接して配置することでき、先
端硬質部１２の細径化が可能となっている。ここで、チャンネルチューブ４４、撮像ユニ
ット３２の外径自体を小さくすることで先端硬質部１２を細径化する場合には、チャンネ
ルチューブ４４の内径の減少による処置具の挿通性の低下、薄肉化による耐性の減少、撮
像ユニット３２での対物レンズの縮小及び撮像素子３６の縮小による画素数の減少等によ
り、耐久性、性能の低下を招来してしまう。これに対して、本実施形態では、耐久性、性
能の低下を招来することなく、先端硬質部１２を細径化することが可能となっている。
【００２４】
　また、処置具突出口４２から処置具を突出する際に、撮像ユニット３２によって観察可
能となる処置具の最小突出長を処置具最小可視距離と称する。上述したように、チャンネ
ルチューブ４４の中心軸と撮像ユニット３２の中心軸とを近接して配置することができる
ため、処置具突出口４２の中心軸と撮像ユニット３２の視野中心軸とを近接して配置する
ことができ、処置具最小可視距離を短縮して、処置性能を向上することが可能となってい
る。
【００２５】
　さらに、湾曲部１４を湾曲させた状態で処置具を進退させる場合には、チャンネルチュ
ーブ４４の湾曲向きとは反対側の内周面に沿って処置具が進退されることになるため、チ
ャンネルチューブ４４では湾曲方向側部分が処置具によって磨耗されやすい。チャンネル
チューブ４４の外周面について、湾曲方向側となる上下側にはＤカット形状は形成されて
おらず、換言すれば、基準円周面Ｐに全体が重なる円弧周面６０が形成されているため、
湾曲方向側となる上下側でチャンネルチューブ４４の肉厚が保持されており、チャンネル
チューブ４４の耐性が保持されている。
【００２６】
　図５乃至図９を参照し、第１乃至第５変形例のチャンネルチューブ４４について説明す
る。
【００２７】
　図５を参照し、第１変形例のチャンネルチューブ４４の並列部４６では、撮像ユニット
３２に対面する左側に、第１実施形態の対面側平面５８ａに代えて、中心軸へと窪む凹曲
周面６２が形成されている。
【００２８】
　図６を参照し、第２変形例のチャンネルチューブ４４の並列部４６では、軸方向に直交
する断面について、撮像ユニット３２に対面する左側に対向する右側にもＤカット形状が
形成されている。換言すれば、並列部４６の外周面は、軸方向に直交する断面について、
撮像ユニット３２に対面する左側に対向する右側に配置され、基準円周面Ｐよりも中心軸
側に偏って配置されている対向側側径縮小面としての対向側平面５８ｂを有する。このた
め、先端硬質部１２をさらに細径化することが可能となっている。また、チャンネルチュ
ーブ４４では、湾曲方向側となる上下側については依然として肉厚が保持されており、チ
ャンネルチューブ４４の耐性が保持されている。
【００２９】
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　図７を参照し、第３変形例のチャンネルチューブ４４の並列部４６では、軸方向に直交
する断面について、外周面は長軸方向が湾曲方向に一致する楕円周面をなしている。換言
すれば、撮像ユニット３２に対面する左側及び当該左側に対面する右側、即ち、楕円周面
の短軸方向の端部側である左側及び右側の小曲率の曲周面により、夫々、基準円周面Ｐよ
りも中心軸側に偏って配置されている対面側径縮小面及び対向側径縮小面としての対面側
凸曲周面６４ａ及び対向側凸曲周面６４ｂが形成されている。また、湾曲方向側である上
側及び下側、即ち、楕円周面の長軸方向の端部側である上側及び下側の大曲率の曲周面に
より、基準円周面Ｐに端部が重なる径保持面としての凸曲周面６６が形成されている。
【００３０】
　図８を参照し、第４変形例のチャンネルチューブ４４の並列部４６では、軸方向に直交
する断面について、外周面は、二頂点を通る対称軸の方向が湾曲方向に一致する対称軸方
向に長い六角形状をなしている。換言すれば、撮像ユニット３２に対面する左側及び当該
左側に対面する右側には、夫々、基準円周面Ｐよりも中心軸に偏って配置されている対面
側径縮小面及び対向側径縮小面としての対面側平面５８ａ及び対向側平面５８ｂが形成さ
れている。また、湾曲方向側である上側及び下側には、基準円周面Ｐに頂点部が重なる径
保持面としての凸周面６８が形成されている。
【００３１】
　図９を参照し、第５変形例のチャンネルチューブ４４の並列部４６では、軸方向に直交
する断面について、外周面では、撮像ユニット３２に対面する左側及び当該左側に対面す
る右側で、基準円周面Ｐよりも中心軸に偏って配置される対面側径縮小面及び対向側径縮
小面としての対面側楕円弧周面７０ａ及び対向側楕円弧周面７０ｂが形成されており、対
面側楕円弧周面７０ａ及び対向側楕円弧周面７０ｂは、長軸方向が湾曲方向に一致する楕
円周面の一部分をなしている。また、湾曲方向側である上側及び下側には、基準円周面Ｐ
に全体が重なる径保持面としての円弧周面６０が形成されている。
【００３２】
　図３、図１０及び図１１を参照し、先端部材３０とチャンネルチューブ４４との連結構
造について説明する。
【００３３】
　先端部材３０には、チャンネル孔７２が軸方向に貫通形成されている。チャンネル孔７
２の基端側は、内径がチャンネルチューブ４４の外径に略等しい固定口７４を形成してお
り、チャンネル孔７２の先端側は、固定口７４よりも細径の処置具突出口４２を形成して
いる。固定口７４と処置具突出口４２との間の段差部によって、突当部７６が形成されて
いる。チャンネルチューブ４４は、固定口７４に嵌入され、突当部７６に突き当てられて
、先端部材３０に固定されている。
【００３４】
　ここで、軸方向に直交する断面において、処置具突出口４２の内周面がチャンネルチュ
ーブ４４の内周面よりも内側に配置されている場合には、処置具突出口４２を介して処置
具を突没させる際に、処置具と先端部材３０とが引っ掛かるおそれがある。このような引
っ掛かりを防止するためには、処置具突出口４２の内周面をチャンネルチューブ４４の内
周面よりも外側に配置する必要がある。特に、湾曲部１４を湾曲させた状態では、処置具
は湾曲向きとは反対側の内面に沿って進退されることになるため、湾曲方向側においては
、処置具突出口４２の内周面をチャンネルチューブ４４の内周面よりも確実に外側に配置
する必要がある。一方で、処置具突出口４２の内径を増大させると、先端部材３０とチャ
ンネルチューブ４４との突当部分が減少し、先端部材３０とチャンネルチューブ４４との
間に隙間が生じ、確実な突当固定が妨げられる。
【００３５】
　本実施形態では、処置具突出口４２の断面形状は湾曲方向を長軸方向とする楕円形状を
なしており、長軸の長さはチャンネルチューブ４４の内径よりも充分に大きく、短軸の長
さはチャンネルチューブ４４の内径よりも僅かに小さい。このため、湾曲方向側となる長
軸方向の端部側で、処置具突出口４２の内周面はチャンネルチューブ４４の内周面よりも
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確実に外側に配置されることとなり、また、短軸方向の端部側において、先端部材３０と
チャンネルチューブ４４との突当部分が充分に確保される。
【００３６】
　このように、本実施形態では、処置具突出口４２の断面形状を湾曲方向に長くすること
により、先端部材３０と処置具との引っ掛かりを防止すると共に、先端部材３０とチャン
ネルチューブ４４とを隙間無く確実に突当固定することが可能となっている。
【００３７】
　なお、湾曲部１４が上下左右の四方向に湾曲作動される場合には、処置具突出口４２を
上下方向及び左右方向に延びる十字形状とすることになる。
【００３８】
　図２、図１２及び図１３を参照して、先端硬質部１２における先端部材３０と連結部材
３１との連結構造について説明する。
【００３９】
　先端部材３０の基端面と、連結部材３１の先端面とは、互いに突き当てられて接着固定
されている。このような突き当てによる接着固定では、先端部材３０と連結部材３１とを
互いに位置決めする際に、特に中心軸を中心とする回転方向について、位置決めの指標と
なるものがなく、先端部材３０と連結部材３１とを誤った位置関係で組み付けてしまうお
それがある。本実施形態では、先端部材３０の基端面には嵌合部７８が基端側へと突設さ
れている。嵌合部７８は、軸方向に延びている指部と、指部の先端から周方向の両側に突
出している一対の爪部と、を有し、略Ｔ字状をなしている。一方、連結部材３１の先端部
には、嵌合部７８と対応する形状の嵌合受部８０が形成されている。先端部材３０の嵌合
部７８は連結部材３１の嵌合受部８０に嵌合されており、先端部材３０と連結部材３１と
が位置決めされている。このように、本実施形態では、先端硬質部１２の太径化を招来す
ることなく、先端部材３０と連結部材３１とを正確に位置決めすることができ、先端部材
３０と連結部材３１とを確実に正しい位置関係で組み付けることが可能となっている。
【００４０】
　図２及び図１４を参照して、先端硬質部１２の連結部材３１と湾曲部１４の先端湾曲駒
４８ａとの連結構造について説明する。
【００４１】
　連結部材３１の基端側薄肉円筒部は、先端湾曲駒４８ａの先端側薄肉円筒部に先端側か
ら嵌入され、接着固定されている。この場合には、先端部材３０と連結部材３１との場合
と同様に、連結部材３１と先端湾曲駒４８ａとを互いに位置決めする際に、特に中心軸を
中心とする回転方向について、位置決めの指標となるものがなく、連結部材３１と先端湾
曲駒４８ａとを誤った位置関係で組み付けてしまうおそれがある。本実施形態では、連結
部材３１の基端側薄肉円筒部には、断面円形の内側連結孔８２が径方向に貫通形成されて
いる。一方、先端湾曲駒４８ａの先端側薄肉円筒部には、断面円形の外側連結孔８４が径
方向に貫通形成されている。内側連結孔８２の内径よりも外側連結孔８４の内径が大きく
なっており、内側連結孔８２と外側連結孔８４とは互いに共軸に配置されている。内側連
結孔８２及び外側連結孔８４には段付ピン８６あるいはねじが嵌め込まれており、連結部
材３１と先端湾曲駒４８ａとが互いに位置決めされ、かつ、両部材の固定強度が増大され
ている。このように、本実施形態では、湾曲部１４の先端部の太径化、及び、連結部材３
１と先端湾曲駒４８ａとの組立の煩雑化を招来することなく、連結部材３１と先端湾曲駒
４８ａとを正確に位置決めすることができ、先端部材３０と連結部材３１とを確実に正し
い位置関係で組み付けることが可能となっていると共に、先端部材３０と連結部材３１と
の固定強度を増大することが可能となっている。
【００４２】
　図２、図１５及び図１６を参照し、撮像ユニット３２における光学部材の接合構成につ
いて説明する。
【００４３】
　撮像ユニット３２では、円筒状の先端側レンズ枠８８及び基端側レンズ枠９０が先端側
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から基端側へと共軸に連結されている。先端側レンズ枠８８には、複数の対物レンズが内
挿固定され、軸方向に並列されている。基端側レンズ枠９０の基端部には、基端対物レン
ズ９２が内挿され固定されている。さらに、基端対物レンズ９２、カバーガラス９４、撮
像素子３６が先端側から基端側へと並列されており、基端対物レンズ９２の基端面とカバ
ーガラス９４の先端面とが互いに接着固定されている。当該接着箇所は、接着強度が弱く
、組立時あるいは使用時の衝撃によって接着位置がずれ、良好な画像を得ることができな
くなるおそれがある。本実施形態では、基端側レンズ枠９０の基端面から、板状の複数の
延出部９６が延出されている。各延出部９６の内面は撮像素子３６の側面を覆って配置さ
れ、撮像素子３６の側面に接着固定されている。また、各延出部９６は、先端硬質部１２
内の空スペースに配置されている。このように、本実施形態では、先端硬質部１２の太径
化を招来することなく、基端対物レンズ９２とカバーガラス９４との接着位置のずれを防
止し、常に良好な画像を得ることが可能となっている。
【００４４】
　図２及び図１４を参照して、湾曲部１４及び可撓管部１６におけるチャンネルチューブ
４４の構成について説明する。
【００４５】
　チャンネルチューブ４４は、湾曲部１４及び可撓管部１６に挿通されている。ここで、
湾曲部１４の湾曲角度は一定に規制されているので、湾曲部１４では、チャンネルチュー
ブ４４はそれほど大きく屈曲されることはなく、チャンネルチューブ４４が座屈するおそ
れは小さい。一方、可撓管部１６の湾曲角度は規制されておらず、可撓管部１６は外力の
負荷によって大きく屈曲されることがあり、チャンネルチューブ４４が大きく屈曲されて
、座屈するおそれがある。本実施形態では、チャンネルチューブ４４の外周面の内、可撓
管部１６に配置される部分９８のみに、所謂皴加工を施し、螺旋状の巻回溝を密に形成し
て、チャンネルチューブ４４の座屈強度を増大している。
【００４６】
　図２、図１８及び図１９を参照し、湾曲部１４及び可撓管部１６におけるコイルシース
の構成について説明する。
【００４７】
　湾曲部１４について、先端側の所定の個数の湾曲駒４８では上下の位置にワイヤ挿通部
５４が形成されており、基端側の残りの湾曲駒４８では下の位置にのみワイヤ挿通部５４
が形成されている。当該基端側の残りの湾曲駒４８では、上の位置において、先端側コイ
ルシース９８ａが軸方向に延びている。先端側コイルシース９８ａについては、先端部の
みが湾曲駒４８の内周面に固定されている。一方、可撓管部１６では、上下の位置に、基
端側コイルシース９８ｂが配置されている。基端側コイルシース９８ｂの先端部は、可撓
管部１６の先端部の内周面に固定されている。そして、上位置の先端側コイルシース９８
ａの基端面は、上位置の基端側コイルシース９８ｂの先端面に対面して配置されている。
上位置の操作ワイヤ５６は、ワイヤ挿通孔、先端側コイルシース９８ａ、基端側コイルシ
ース９８ｂに挿通されており、下位置の操作ワイヤ５６は、ワイヤ挿通孔、基端側コイル
シース９８ｂに挿通されている。湾曲部１４を下方向に湾曲する場合には、下方向の操作
ワイヤ５６が後退され、湾曲部１４の全体が下方向に湾曲される。一方、湾曲部１４を上
方向に湾曲する場合には、上方向の操作ワイヤ５６が後退されることにより、上位置の先
端側コイルシース９８ａが基端側へと移動されて、上位置の先端側コイルシース９８ａの
基端面と上位置の基端側コイルシース９８ｂの先端面とが互いに当接され、先端側コイル
シース９８ａが突張棒として機能し、湾曲部１４において先端側コイルシース９８ａが配
置されていない部分のみが湾曲される。即ち、下方向への湾曲と上方向への湾曲とで湾曲
部１４の湾曲形状が異なることとなり、先端側コイルシース９８ａは湾曲形状を制御する
機能を有する。
【００４８】
　ここで、湾曲部１４を湾曲作動させる際に、先端側コイルシース９８ａが他の内蔵物間
の隙間へと入り込んでしまうと、湾曲部１４が所望の湾曲形状とならないおそれがある。
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本実施形態では、先端側コイルシース９８ａの外径を基端側コイルシース９８ｂの外径よ
りも大きくしている。このため、湾曲部１４の湾曲作動時において、他の内蔵物間に先端
側コイルシース９８ａが入り込んでしまうのが防止され、所望の湾曲形状を確実に得るこ
とが可能となっている。
【図面の簡単な説明】
【００４９】
【図１】本発明の一実施形態の内視鏡を示す斜視図。
【図２】本発明の一実施形態の挿入部を示す縦断面図。
【図３】本発明の一実施形態の挿入部を示す別の縦断面図。
【図４】本発明の一実施形態の先端硬質部を図３のＩＶ－ＩＶ線に沿って切断して示す横
断面図。
【図５】本発明の一実施形態の第１変形例の先端硬質部を示す横断面図。
【図６】本発明の一実施形態の第２変形例の先端硬質部を示す横断面図。
【図７】本発明の一実施形態の第３変形例の先端硬質部を示す横断面図。
【図８】本発明の一実施形態の第４変形例の先端硬質部を示す横断面図。
【図９】本発明の一実施形態の第５変形例の先端硬質部を示す横断面図。
【図１０】本発明の一実施形態の先端硬質部を示す正面図。
【図１１】本発明の一実施形態の先端部材を示す背面図。
【図１２】本発明の一実施形態の先端部材を示す斜視図。
【図１３】本発明の一実施形態の連結部材を示す斜視図。
【図１４】本発明の一実施形態の連結部材及び先端湾曲駒を示す拡大断面図。
【図１５】本発明の一実施形態の先端硬質部を図３のＸＶ－ＸＶ線に沿って切断して示す
横断面図。
【図１６】本発明の一実施形態のレンズ枠を示す斜視図。
【図１７】本発明の一実施形態のチャンネルチューブを示す縦断面及び側面図。
【図１８】本発明の一実施形態の湾曲部を図３のＶＩＩＩ－ＶＩＩＩ線に沿って切断して
示す横断面図。
【図１９】本発明の一実施形態の可撓管部を示す横断面図。
【符号の説明】
【００５０】
　１２…先端形成部（先端硬質部）、１４…湾曲部、３２…撮像ユニット、４４…チャン
ネルチューブ、４６…並列部、５８ａ；６２；６４ａ；７０ａ…対面側径縮小面、５８ａ
…平面（対面側平面）、６２…凹曲周面、６４ａ…対面側凸曲周面、７０ａ…曲周面（対
面側楕円弧周面）、５８ｂ；６４ｂ；７０ｂ…対向側径縮小面、５８ｂ…平面（対向側平
面）、６４ｂ…対向側凸曲周面、７０ｂ…曲周面（対向側楕円弧周面）、６０；６６；６
８…径保持面、６０…円弧周面、６６…曲周面（凸曲周面）、６８…凸周面、Ｐ…基準円
周面。
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